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　 2　問 題 点
　 3　むすびに代えて
I　は じ め に








議が始まった。5 年余の審議を経て，平成 27 年（2015 年）3 月 31 日に，「民
法の一部を改正する法律案」（以下，「改正法案」という）が第 189 回国会に提出
されたが，政治日程の問題によって 2年間国会での審議が行われず，やっと
平成 29 年 5 月 26 日の第 193 回国会において可決され，同年 6月 2日の官報
において改正された条文が公布され（平成 29 年 6 月 2 日法律第 44 号）1），新しい














「中間試案」は平成 25 年（2013 年）2 月 26 日に公表され，それについてさ
らに審議が行われ，平成 26 年 8 月 26 日に「要綱仮案」が決定され，それを
ベースとして平成 27 年 2 月 10 日に「要綱案」が決定され，同年 2 月 24 日
に開催された法制審議会第 174 回会議において「要綱案」原案どおりの内容
で「民法（債権関係）の改正に関する要綱」が採択された。これは法務大臣
に答申されたのち，同年 3 月 31 日に「改正法案」となって第 189 回国会に





















れ， その結果， 生活の破綻に追い込まれ， 自殺するまでになる事例が多発し， 
社会的問題にもなり，保証人保護，特に個人保証人保護の必要性は広く認識
されるようになっている4）。他方， 現行民法においては， 平成 16 年 （2004 年） 
の民法改正により保証契約の書面要件（現行民法 446 条 2 項）や貸金等根保証














「民法改正  国民・法曹・学界有志案」（以下， 「有志案」 という）には，個人保証
人保護の方策が提示されなかったが，保証人一般の保護策として保証人に対
する債権者の説明義務（仮案 436 条 1 項）および債権者が保証人の無思慮又は
経験不足を利用してはならない（仮案 436 条 2 項）という提案10）があった。ま





このような状況の中，平成 21 年 11 月から始まった民法（債権関係）改正
の審議は， 法制審議会第 6回会議 （平成 22 年 3 月 23 日） において，保証人一般
の保護策として保証人に対して ① 債権者が保証の意味を説明する義務およ
び ② 主債務者の資力に関する情報提供義務，③ 主債務者の返済状況， 期
限の利益喪失に関する通知義務を定めるという考え方が提示された（「民法
（債権関係） 部会資料」 〔以下， 「部会資料」 という〕8-2 第 2，2（2）45～47 頁）13）。これを












治郎先生還暦記念 企業法の理論（下巻）』（商事法務，2007 年）487 頁以下，「特別






法研究会，2013 年），平野裕之『保証人保護の判例総合解説』〈第 2 版〉（信山社，
2005 年），山野目章夫「個人保証における保証人保護の課題と展望」現代消費者法
19 号 4 頁以下（2013 年）など参照。
 5）　平成 16 年に改正された保証部分の意味や問題点を指摘したものとして，山本敬三
「保証契約の適正化と契約規制の法理」新井誠＝山本敬三編『ドイツ法の継受と現代






















律時報増刊〉 〔日本評論社，2009 年〕184 頁。）
11）　吉田克己「民法 （債権法） 改正と 『人』 概念の再定義」民商法雑誌 153 巻 1 号 35～






















「中間論点整理」をもとに，法制審議会第 44 回会議（平成 24 年 4 月 3 日）お




た。法制審議会第 71 回会議（平成 25 年 2 月 26 日）で決定された「中間試案」






































































































大法学 112 号 43 頁以下，115 号 251 頁以下〔1979 年，1980 年〕，木村仁「保証契約
締結における保証人の保護と不当威圧の法理 （一）（二・完）」民商 114 巻 2 号 255 頁
以下，114 巻 3 号 454 頁以下〔1996 年〕，同「イギリスにおける保証契約締結時の債
権者の義務―O’Brien 判決以降」近大法学 45 巻 2 号 111 頁以下〔1998 年〕，道垣






























法務 21，623 号 4 頁，626 号 18 頁，628 号 33 頁，631 号 50 頁，632 号 32 頁，633
号 72 頁，634 号 32 頁以下（2004 年）など参照。















公証証書の作成を保証契約の効力要件として要求し（新民法 465 条の 6）25），そ
52
のうえ，当該効力要件を適用しないいわゆる「経営者」の範囲を定めている












いう意見が出された。法制審議会第 80 回会議 （平成 25 年 11 月 19 日） に出され





















も出た（法制審議会第 80 回議事録 11～14 頁参照）。
そして，法制審議会第 86 回会議（平成 26 年 3 月 18 日）に出された「部会資





求した（「部会資料 76A」6～9 頁）。この案が法制審議会第 88 回会議（平成 26 年































































































法制審議会第 80 回会議で検討された 「要綱案たたき台 （5）」 においては， 
実質的判断基準に基づき，いわゆる「経営者」の範囲が以下のような者に絞






















囲は，「部会資料 76A」に提示された案が，法制審議会第 88 回会議，第 92
回会議，第 96 回会議を経て，そのまま「要綱仮案」の内容になった。
法制審議会第 97 回会議 （平成 26 年 12 月 16 日） に出された「要綱案の原案」
においては，「① 理事，取締役，執行役又はこれらに準ずる者」の部分は，
そのまま維持され，「改正法案」465 条の 9 第 1 号として条文化されたが，
「② 総社員又は総株主の議決権の過半数を有する者」については，その範囲









































































































































































000419220161202012.htm）〔宮路委員発言部分〕，同第 13 号（平成 28 年 12 月 6 日）
（http://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_kaigiroku.nsf/html/kaigiroku/ 












28）　第 192 回国会衆議院法務委員会会議録第 11 号（平成 28 年 11 月 25 日）（http://
www.shugiin.go.jp/internet/itdb_kaigiroku.nsf/html/kaigiroku/000419220161125011.
htm）〔小川政府参考人発言部分，金田国務大臣発言部分〕，同 12 号〔盛山副大臣発
言部分〕，第 193 回国会衆議院法務委員会会議録第 9号〔金田国務大臣発言部分，盛
山副大臣発言部分，井野大臣政務官発言部分〕など参照。
29）　第 193 回国会衆議院法務委員会会議録第 9号〔畑野委員発言部分〕参照。
30）　同上〔小川政府参考人発言部分〕参照。
31）　第 193 回国会参議院法務委員会会議録第 12 号〔真山雄一君発言部分，政府参考人
（小川秀樹君）発言部分〕参照。
32）　第 193 回国会参議院法務委員会会議録第10号（平成29年 5月 9日）（http://kokkai. 
ndl.go.jp/SENTAKU/sangiin/193/0003/19305090003010.pdf ）〔糸数慶子君発言部分，
政府参考人（小川秀樹君）発言部分〕参照。









金法 1986 号 44 頁以下〔2014 年〕，「座談会 経営者保証ガイドラインの現状と課題















38）　たとえば，第 192 回国会衆議院法務委員会会議録第 11 号〔山尾委員発言部分〕，
同第 12 号〔階委員発言部分，宮路委員発言部分〕，同第 15 号（平成 28 年 12 月 9 日）
http://www.shugiin.go. jp/internet/ i tdb_kaigiroku.nsf/html/kaigiroku/ 
000419220161209015.htm〔山尾委員発言部分〕，第 193 回国会参議院法務委員会会
議録第 9 号〔山口和之君発言部分〕，同第 11 号〔真山勇一君発言部分〕，同第 12 号
〔真山勇一君発言部分〕，同第 14 号〔仁比聡平君発言部分〕など参照。
39）　たとえば，第 192 回国会衆議院法務委員会会議録第 9号〔盛山副大臣発言部分〕，
同第 11 号〔小川政府参考人発言部分〕，第 193 回国会参議院法務委員会会議録第 14
号〔国務大臣（金田勝年君）発言部分〕など参照。
40）　第 192 回国会衆議院法務委員会会議録第 11 号〔山尾委員発言部分〕，第 193 回国
会参議院法務委員会会議録第 9号〔山口和之君発言部分〕など参照。
41）　第 193 回国会参議院法務委員会会議録第 14 号〔仁比聡平君発言部分〕参照。
42）　同上〔政府参考人（小川秀樹君）発言部分〕参照。












れた 「要綱案たたき台 （5）」 においては， 保証人に対して， 契約締結時の情報
提供義務・説明義務の主体を債権者から主たる債務者に変更することとし，
情報提供義務の内容も，保証や連帯保証の意義，主債務の内容を情報提供の








また， 「当該事業の具体的な内容および現在の収益状況」 が 「部会資料
70A」において主たる債務者の情報提供義務の内容とされていたが，法制審








































































































会第 86 回会議に出された「部会資料 76A」10 頁においては，保証人から請
求があるとき，債権者の情報提供義務の範囲を，① 主たる債務についての
不履行の有無，② 履行期が到来した元本，利息および遅延損害金の額（既





























































































































「中間試案」から 3 回目の審議である第 86 回会議に出された「部会資料





































54）　法制審議会第 89 回会議議事録 8～9頁〔筒井幹事発言部分参照〕。
55）　第 193 回国会衆議院法務委員会会議録第 9号〔畑野委員発言部分〕参照。
75
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56）　第 193 回国会参議院法務委員会会議録第 14 号〔仁比聡平君発言部分〕，同第 13 号
〔糸数慶子君発言部分〕，第 192 回国会衆議院法務委員会会議録第 13 号〔藤野委員発
言部分〕など参照。







































































































































































であるという見解がある（大澤慎太郎「保証人保護の問題」法時 84 巻 8 号 20 頁
〔2012 年〕参照）。
63）　斎藤由起「過大な責任からの保証人の保護」ジュリ 1417 号 79 頁以下（2011 年），
山野目・前掲注 60）など参照。






論 II』〔信山社，2017 年〕786～787 頁参照）。
66）　現に，「過大な保証」については，フランスでは特別法によって禁止されており
（能登真規子「保証人の『過大な責任』―フランス保証法における比例原則」名大
法政論集 227 号 371 頁〔2008 年〕，大澤慎太郎「フランスにおける保証人の保護に




「極端に巨額な保証債務の反良俗性 （一）（二・完）」法学論叢 148 巻 2 号 18 頁，149
巻 5 号 46 頁〔2000 年，2001 年〕，斎藤由起「近親者保証の実質的機能と保証人の保
護―ドイツ法の分析を中心に （一）（二）（三・完）」北大法学論集 55 巻 1 号 113 頁，
2号 657 頁，3号 119 頁〔2004 年〕など参照）。
67）　平野・前掲注 4）14 頁，23 頁，323 頁，大澤慎太郎「保証人の保護に関する一考
察」私法 79 号 109 頁（2017 年）など参照。
68）　適合性原則について，詳しくは王冷然『適合性原則と私法秩序』（信山社，2010





革の展望―」慶應法学 2号 189 頁，195～199 頁〔2005 年〕，イブ・ピコー〔斎藤由
起訳〕「フランスにおける個人保証人の保護」阪大法学 63 巻 2 号 371 頁，378～379
頁〔2013 年〕など参照）。






事している者』に限定されているうえに，個人保証について民法 465 条の 6 の制約
（公正証書作成要件）を加えたのは個人保証（とりわけ，近親者保証）の情誼性を考








73）　債権法研究会編『詳説 改正債権法』（きんざい，2017 年）178～179 頁〔松嶋一
恵〕，松嶋一恵「個人保証をめぐる制度的現状と残された課題―中小企業の活力向




































　　 参議院法務委員会附帯決議（閣法第 63 号，平成 29 年 5 月 25 日）
　　 五　個人保証人の保護の観点から，以下の取組を行うこと。
1～3〔衆議院の附帯決議の内容と同様，省略〕
4　我が国社会において，個人保証に依存し過ぎない融資慣行の確立は極めて重
要なものであることを踏まえ，個人保証の一部について禁止をする，保証人
の責任制限の明文化をする等の方策を含め，事業用融資に係る保証の在り方
について，本法施行後の状況を勘案し，必要に応じ対応を検討すること。
